
作成日 2017-06-28
（株）市川環境エンジニアリング

（平成29年3月31日現在）

金額 金額

千円 千円

1,701,955 2,531,825

4,103,114

7,806,475 6,634,939

4,470,621 千円

65,683 2,751,809

3,270,170 50,000

332,000

25,883 2,369,809

147,565

2,899,374

9,534,314 9,534,314

平成28年4月1日から

平成29年3月31日まで

千円

法人税、住民税及び事業税 152,203

法人税等調整額 △ 33,238

当期純利益 260,063

特別損失 10,524

税引前当期純利益 379,028

経常利益 378,775

特別利益 10,777

営業外収益 109,890

営業外費用 126,190

販売費及び一般管理費 945,915

営業利益 395,075

売上高 7,225,173

売上原価 5,884,183

売上総利益 1,340,990

資産合計 負債純資産合計

損 益 計 算 書

科目 金額

繰 延 資 産 利益剰余金

評価・換算差額等

純資産合計

無形固定資産 株 主 資 本

投資その他の資産 資本金

資本剰余金

固 定 負 債

固 定 資 産 負債合計

有形固定資産 （純資産の部）

貸 借 対 照 表

科目 科目

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 流 動 負 債



株主資本等変動計算書

（自 平成28年4月１日 至 平成29年3月31日）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計
資本準

備金

その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

利益準

備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計別途積

立金

繰越利益剰

余金

平成 28年 3月 31日残高 250,000 132,000 0 132,000 35,000 530,000 1,560,645 2,125,645 2,507,645

事業年度中の変動額

減 資 △200,000 200,000 200,000 -

剰 余 金 の 配 当 1,590 △17,490 △15,900 △15,900

当 期 純 利 益 260,063 260,063 260,063

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 △200,000 - 200,000 200,000 1,590 - 242,573 244,163 244,163

平成29年 3月 31日残高 50,000 132,000 200,000 332,000 36,590 530,000 1,803,219 2,369,809 2,751,809

評価・換算差額等

純資産額その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算差額

等合計

平成 28年 3月 31日残高 197,339 △25,943 171,396 2,679,042

事業年度中の変動額

減 資 -

剰 余 金 の 配 当 △15,900

当 期 純 利 益 260,063

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額）
△33,828 9,997 △23,831 △23,831

事業年度中の変動額合計 △33,828 9,997 △23,831 220,332

平成29年 3月 31日残高 163,511 △15,946 147,565 2,899,374



個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式‥‥移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの‥‥‥‥‥‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法

(2)デリバティブの評価方法‥‥‥‥時価法

(3)たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品‥‥‥‥‥‥‥‥‥先入先出法による原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

仕 掛 品‥‥‥‥‥‥‥‥‥個別法に基づく原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

貯 蔵 品‥‥‥‥‥‥‥‥･･最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

2.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産‥‥‥‥‥‥‥‥‥定率法

（リース資産を除く） ただし、平成 10年 4月 1 日以降に取得した建物(附帯

設備を除く)並びに平成28年 4月 1日以降に取得した

建物付属設備及び構築物については定額法を採用し

ております。

なお、主要な資産の耐用年数は次のとおりであります。

建物 2 年～50 年

建物付属設備 5 年～20 年

構築物 3 年～45 年

機械及び装置 2 年～17 年

車両運搬具 2 年～4 年

工具、器具及び備品 3 年～20 年

(2)無形固定資産‥‥‥‥‥‥‥‥‥定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（5 年）に基づく定額法によってお

ります。

(3)リース資産‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法で計算しております。

なお、リース取引開始日が平成 20 年 3 月 31 日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。



3.繰延資産の処理方法

社債発行費‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥･･社債償還までの期間にわたり定額法により償却

4.引当金の計上基準

(1)貸倒引当金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当

期負担額を計上しております。

(3)退職給付引当金‥‥‥‥‥‥‥‥従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

(4)役員退職慰労引当金‥‥‥‥‥‥役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

5.その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 3,173,045 千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1.発行済株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末

株式数（株）

当事業年度増加

株式数（株）

当事業年度減少

株式数（株）

当事業年度末

株式数（株）

発行済株式

普通株式 600,000 － － 600,000

合 計 600,000 － － 600,000

自己株式

普通株式 － － － －

合 計 － － － －

2.資本金に関する事項

平成 29 年 2 月 27 日臨時株主総会決議に基づき、平成 29 年 3 月 31 日に資本金の額を

200,000 千円減少し、50,000 千円としました。なお、減少した資本金の額 200,000 千円

は、その全額をその他資本剰余金に振り替えております。



3.配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議
株式の

種類
配当金の総額

配当の

原資

１株当た

り配当額
基準日 効力発生日

平成 28 年 6月 29 日

定時株主総会

普通株

式
15,900 千円

利益剰

余金
26.5 円 平成 28 年 3月 31 日 平成 28 年 6月 30 日

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が当期末後となるもの

決 議
株式の

種類
配当金の総額

配当の

原資

１株当た

り配当額
基準日 効力発生日

平成 29 年 6月 27 日

定時株主総会(予定)

普通株

式
26,100 千円

利益剰

余金
43.5 円 平成 29 年 3月 31 日 平成 29 年 6月 28 日

(注)平成 29 年 6 月 27 日の第 46 期定時株主総会において決議予定です。


